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■ 新型コロナウイルスワクチン接種事業
　3 億 2,467 万 8 千円

　予防接種法に基づき、新型コロナウイルスワク
チンについて、18歳以上の追加接種対象者、12
歳以上の未接種者、5歳〜 11 歳の人に接種を実
施します。
【対象者】
▶︎追加接種対象者　82,978 人
▶︎12歳以上の未接種者　14,241 人
▶︎ 5歳〜 11歳の人　7,303 人

■ 予防接種事業　　　　　4 億 6,080 万 8 千円
うち HPV ワクチン分　 　 1 億 5,800 万 6 千円
　HPV ワクチンについて、積極的勧奨を再開しま
す。定期接種から外れる 17歳〜 25 歳の人に対
しても、キャッチアップ接種として予防接種を行
います。

■ 旧ひこね燦ぱれす図書館化事業
1,893 万 5 千円

　旧ひこね燦ぱれすを図書館として整備するため、
構造躯

く

体
たい

の劣化状況を調査するとともに、事業化
についての検討を行います。また、施設の長寿命
化を図るため、個別施設管理計画を策定します。
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　令和 4 年度一般会計当初予算におきましては、「財政の健全化」を第一に悪化した財政
を立て直すため、すべての事業について緊急性のないもの、優先順位の低いものについ
てリセットし、徹底した見直しを行いました。

　しかしながら、令和 7 年度に開催予定の第 79 回国民スポーツ大会・第 24 回全国障害
者スポーツ大会の関連事業が本格化していることや、新型コロナウイルス感染症対策な
ど市民の皆様の生命や生活を守るために欠かすことのできない事業を引き続き実施する
必要があることなどから、令和 4 年度一般会計当初予算の規模は過去最大となりました。

　今後につきましても、非常に厳しい財政状況が見込まれますが、市民の皆様の安全安
心を守る施策の充実に取り組み、市民サービスの向上に努めてまいりたいと考えていま
す。そのためにも、絶えず事業の見直しを行うとともに、引き続き、働き方・業務改革
を推し進め、持続可能な財政運営に向けて取り組んでまいります。

令和４年度予算令和４年度予算
彦根市の令和４年度当初予算が決まりました。今回の特集では、令和４年度からの新しい彦根市総合計画彦根市の令和４年度当初予算が決まりました。今回の特集では、令和４年度からの新しい彦根市総合計画

の基本構想に基づき、各政策の主な新規・主要事業をお知らせします。令和４年度の一般会計の予算総額はの基本構想に基づき、各政策の主な新規・主要事業をお知らせします。令和４年度の一般会計の予算総額は
497 億 6,900 万円となり、前年度と比べて 7.9％の増加となりました。497 億 6,900 万円となり、前年度と比べて 7.9％の増加となりました。問 財政課 財政課☎ 30-6107☎ 30-6107　　FAX 22-139822-1398

一般会計　　497億 6,900万円

（いずれのグラフも一般会計）

市税

民生費

159億円

土木費
61億円

総務費
48億円

教育費
84億円衛生費

73億円

公債費
39億円

消防費
19億円 歳出

市税

176億円

国県支出金
106億円

市債
61億円

地方交付税
60億円

県税交付金
25億円

繰入金
26億円

その他
28億円

歳入

（グラフの数値は、1億円未満は四捨五入）

諸収入
16億円

その他
15億円

＜用語の解説＞＜用語の解説＞
民生費 / 福祉や医療の充実　教育費 / 教育・文化の振興　衛生費 / 環境・衛生の向上　民生費 / 福祉や医療の充実　教育費 / 教育・文化の振興　衛生費 / 環境・衛生の向上　
土木費 / 道路や橋、公園の整備　総務費 / 市役所の運営　公債費 / 市債の返済　消防費 / 消防の整備　その他 / 産業振興ほか土木費 / 道路や橋、公園の整備　総務費 / 市役所の運営　公債費 / 市債の返済　消防費 / 消防の整備　その他 / 産業振興ほか

■ 地域子育て支援事業【湖東定住自立圏事業】
2,198 万 2 千円

うち地域子育て支援拠点事業委託
　1,831 万 3 千円

　地域における子育て支援の充実を図るため、
地域子育て支援拠点を 1 箇所増やし、家庭での
保育を支援します。

■ 不登校支援事業　　　　　　　254万3千円
　不登校児童生徒の支援体制を充実するため、
不登校支援連絡協議会を設置し、関係機関と連
携を図るとともに、フリースクールなど民間施
設の利用に要する費用の一部を予算の範囲内で
補助し、不登校児童生徒に学びの場を提供しま
す。

■ 施設型給付費等支給事業
28 億 8,865 万 1 千円

　子ども・子育て支援新制度に基づき、幼稚園、
保育所、認定こども園を対象とする施設型給付
や、小規模保育事業などを対象とする地域型給
付を行います。
　さらに、育児休業により退園した児童の保護
者が仕事復帰する時期に合わせて、再び保育所
などの利用がで
きるように、対象
施設に対して利
用枠を確保する
ための給付を行
います。
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